
人事行政の運営等の状況について 

 

１ 職員の任命及び職員数に関する状況 

（１）部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

区分 

部門 

職  員  数 
主な増減理由 

Ｒ６ Ｒ７ 増減 

 

 

一

般

行

政

部

門 

議会 5 5 0                                                

総務 69 70 1 マイナンバーカード更新、戸籍制度改正対応等に伴う人員増 

税務 25 25 0  

労働 0 0 0  

農林水産 3 3 0  

商工 2 2 0  

土木 32 33 1  

小計 136 138 2  

民生 107 112 5 こども家庭センター新設による人員増 

衛生 21 21 0  

小計 128 133 5  

計 270 271 1  

特

別

行

政 

教育 43 46 3 教育関係施設改修、学校支援体制の強化による人員増 

警察 0 0 0  

消防 0 0 0  

小計 43 46 3  

公

営

企

業

等 

病院 0 0 0  

水道 10 9 △1 上下水道課内の配置見直し 

交通 0 0 0  

下水道 4 5 1 上下水道課内の配置見直し 

その他 19 18 △1 育休職員復帰に伴う増員の解消 

小計 33 32 △1  

 合計 340 349 9  

＊ 職員数は、一般職に属する正規職員数です。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在） 

 

区分 

２０歳 

 

未 満 

２０歳 

 ～ 

２３歳 

２４歳 

 ～ 

２７歳 

２８歳 

 ～ 

３１歳 

３２歳 

 ～ 

３５歳 

３６歳 

 ～ 

３９歳 

４０歳 

 ～ 

４３歳 

４４歳 

 ～ 

４７歳 

４８歳 

 ～ 

５１歳 

５２歳 

 ～ 

５５歳 

５６歳 

 ～ 

５９歳 

６０歳 

 

以 上 

 

 計 

職員数 0 13 41 34 42 49 31 31 36 47 19 6 349 

（３）職員の退職状況         （令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

区分 定年退職 自己都合 その他 計 

人数 1 8 2 11 

（注）特別職及び割愛による退職者を除く。 

 

 

 

 

 



（４）職員採用候補者試験の実施状況  （令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

試験区分 
申込者数 受験者数（A） 採用者数（B） 倍率 

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 （A/B） 

行政（１） 15 17 32 12 13 25 1 4 5 5.0 

行政（２） 2 0 2 2 0 2 1 0 1 2.0 

土木・建築（１） 2 0 2 2 0 2 2 0 2 1.0 

保育士（１） 1 10 11 1 10 11 1 5 6 1.8 

建築（３） 0 2 2 0 2 2 0 1 1 2.0 

建築（４） 0 1 1 0 1 1 0 1 1 1.0 

行政（３） 1 2 3 1 2 3 1 0 1 3.0 

保健師（１） 0 4 4 0 3 3 0 1 1 3.0 

合計 21 36 57 18 31 49 6 12 18 2.7 

 

２ 職員の人事評価の状況 

 地方公務員法の規定に基づき、能力の実証に基づいた人事管理体制を確立し、公務の能率的な運

営を図るため、職員の人事評価を行っています。 

３ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（令和６年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

（令和６年度末） 

歳出額 

    Ａ 

実 質 

収支額 

人件費 

   Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

令和５年度 

の人件費率 

        人 

54,348 

千円 

24,418,495 

千円 

495,943 

千円 

2,996,051 

     ％ 

12.3 

      ％ 

13.5 

 

（２）職員給与費の状況（令和６年度普通会計決算） 

職員数  

  Ａ 

給   与   費 一人当たりの給

与費  Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

   人 

306 

千円 

1,012,173 

千円 

149,061 

千円 

422,811 

千円 

1,584,045 

千円 

5,177 

＊ 特別職、企業会計及び出向職員を除きます。（以下、給与関係決算額について同じです。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）ラスパイレス指数の状況 

 R2 R3 R4 R5 R6 

野々市市 98.6 99.0 98.6 96.6 97.0 

全国市平均 98.9 98.8 98.7 98.6 98.6 

類似団体 98.3 98.2 98.3 98.3 98.3 

＊ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数で

す。類似団体とは、人口及び産業構造が似通った他の市町村のことです。 

 

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額（令和７年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

野々市市 41.6歳 324,400円 366,400円 346,317円 

 ② 技能労務職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

野々市市 54.1歳 291,900円 296,200円 291,900円 

 

（５）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 大学卒 高校卒 

一般行政職 220,000円 188,000円 

技能労務職 ― 185,700円 

 

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 学歴 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年 

一般行政職 大学卒 289,800円 319,200円 368,000円 

高校卒 247,600円 263,900円 該当なし 

技能労務職 大学卒 該当なし 該当なし 287,600 

高校卒 該当なし 該当なし 該当なし 

＊ 経験年数は、入庁前の前歴を換算し、入庁後の経験年数に加算した年数です。 

 

（７）一般行政職の級別職員数の状況（令和７年１月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

職務内容 主事 

技師 

主事 

技師 

主査 

専門員 

専門員 

係長 

主任保育士 

課長補佐 

副園長 

課参事 

園長 

課長 

部次長 

参事 

部長 

参事 

部長 

職員数（人） 38 62 102 52 40 26 12 0 

構成比（％） 11.5 18.7 30.7 15.7 12 7.8 3.6 0 

＊ 技能・労務職及び派遣職員を除きます。 

 

 

 

 

 



（８）昇給への勤務成績の反映状況 

 ① 人事評価の実施状況 

   全職員に対して人事評価を実施しています。 

 ② 昇給への勤務成績の反映状況 

   上記①の人事評価を参考にし、下記の５段階の昇給区分を実施しています。 

（令和７年４月１日現在） 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

55歳未満 ８ ６ ４ ２ ０ 

55歳以上 ２ １ ０ ０ ０ 

 

（９）期末・勤勉手当 

野々市市 国 

一人当たり平均支給額（令和６年度） 

1,480千円 

― 

令和６年度支給割合 

期末手当    勤勉手当 

2.5  月分    2.1  月分 

（1.4） 月分   （1.0）月分 

令和６年度支給割合 

期末手当    勤勉手当 

2.5  月分    2.1  月分 

（1.4） 月分   （1.0）月分 

加算の状況 

職制上の階段、職務の級等による加算措置 

 役職加算  5～20％ 

加算の状況 

職制上の階段、職務の級等による加算措置 

役職加算    5～20％ 

  管理職加算  10～25％ 

＊ （ ）内は、再任用職員にかかる支給割合です。 

 

 

（１０）退職手当（令和７年４月１日現在） 

野々市市 国 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続 25年   28.0395月分  33.27075月分 

勤続 35年   39.7575月分  47.709月分 

最高限度額  47.709月分   47.709 月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置（2～20％） 

（支給率）   自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続 25年   28.0395月分  33.27075月分 

勤続 35年   39.7575月分  47.709月分 

最高限度額  47.709月分   47.709月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2～45％） 

 

（１１）時間外勤務手当 

支給実績（令和６年度決算） 73,883千円 

職員一人当たり平均支給年額 283千円 

支給実績（令和５年度決算） 87,658千円 

職員一人当たり平均支給年額 316千円 

 

 

 

 

 



（１２）特殊勤務手当 

区分 全 職 種 

支給実績（令和６年度決算） 554千円 

支給職員一人当たり平均支給年額 2,638円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 64.6％ 

手当の種類（手当数） ９種類 

主な支給対象業務 主な支給対象職場 支給単価 

徴税事務 税務課 日額 500円 

除雪及び災害応急作業 建設部 日額 500円 

用地交渉業務 都市整備課 日額 500円 

 

（１３）その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 令和６年度決算 支給職員一人当た

り平均支給年額 

扶養手当 扶養親族のある職員 

配偶者  6,500円 

父母等  6,500円 

子   10,000円 

扶養親族たる子のうち 16 歳から 22 歳の年度に

5,000円を加算 

25,105千円 258,812円 

住居手当 16,000円を超える家賃を支払っている職員 

最高 28,000円 

16,304千円 262,975円 

通勤手当 交通機関等利用者 最高 55,000円 

自動車等通勤者 通勤距離(片道２km以上)により 

支給 2,000円～31,600円 

7,762千円 84,919円 

管理職手当 管理職の地位にある職員 

 職務の級及びその職により定められた額 

27,514千円 764,267円 

 

（１４）特別職の給料、報酬等の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 月 額 等 

給料 市長 

副市長 

880,000円 

708,000円 

報酬 議長 

副議長 

常任委員長 

議会運営委員長 

議員 

480,000円 

400,000円 

390,000円 

390,000円 

380,000円 

期末 

手当 

 

市長、副市長 ６月 1.725月 12月 1.725月 計 3.45月 

加算措置 給料月額に加算措置 

議長以下全議員 ６月 1.725月 12月 1.725月 計 3.45月 

加算措置 報酬月額に加算措置 

 

 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（令和７年４月１日現在） 

（１）勤務時間等 

本庁等 

 月曜日～金曜日（休日除） 

  ８時 30分～17時 15分（うち休憩時間 60分） 

保育園 

月曜日～金曜日（休日除） 

  ８時 30分～17時 15分（うち休憩時間 60分） 

 土曜日 

  ８時 30分～12時 30分 

 

（２）年次有給休暇 

一暦年につき 20日付与（20日翌年繰越可） 

 

（３）病気休暇 

１ ２・３以外の負傷又は疾病 90日以内の期間 

２ 結核性疾患（３の場合を除く） １年の範囲以内の期間 

３ 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病 必要と認められる期間 

 

（４）介護休暇 

要介護者（配偶者、父母、子等の者で負傷、疾病又は老齢により日常生活に支障があるもの）を

介護する場合 （通算６箇月以内、３回まで分割取得可） 

 

（５）育児休業 

地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、３歳に達するまでの子を養育するため 

必要な期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（６）特別休暇 

主な休暇の種類 内容等 付与日数 

ボランティア休暇 報酬を得ないで社会に貢献する場合 一の年に５日以内 

結婚休暇 結婚する場合 土・日曜日等を除く７日間 

不妊治療休暇 不妊治療を受ける場合 一の年に５日以内 

(体外受精等に係る治療の場合

は 10日) 

産前休暇 出産前の申し出のあった場合 ８週間（多胎妊娠 14週間） 

産後休暇 出産した場合 ８週間 

育児時間休暇 生後一年以内の子の保育のために必要

な授乳等を行う場合 

一日２回各 30分以内 

子の看護休暇 中学校の就学前の子を看護等する必要

がある場合 

一の年に５日以内 

(対象の子が２人以上は 10日) 

妊産婦保健指導休暇 妊産婦で保健指導及び健康診査を受け

る場合 

妊娠後の経過の週ごとに一日

の勤務時間内の必要な期間 

妻の出産補助休暇 妻の出産に伴い入院等の付き添いをす

る場合 

妻が病院に入院する等の日か

ら出産後２週間内の２日以内 

忌引休暇 親族が死亡した場合 続柄に応じて付与 

（例） 配偶者 10日 

    父母  ７日 

     子   ５日 

夏季休暇 夏季における諸行事、心身の健康維持等

を行う場合 

一の年の６月から 10 月までの

期間内の週休日等を除く連続

する５日以内 

 

５ 職員の休業に関する状況 

（１）育児休業等の利用状況      （令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

区分 
育児休業 

取得者数 

部分休業

取得者数 

育児短時間勤

務取得者数 

令和６年度に新たに育児休業等が取得可能となった職員 

育児休業等

対象者数 

うち 

育児休業 

取得者数 

うち 

部分休業 

取得者数 

うち育児短時

間勤務取得者

数 

男性 
0 0 0 

5 4 0 0 
5 0 0 

女性 
17 13 1 

10 10 0 0 
10 6 0 

合計 
17 13 1 

15 14 0 0 
15 6 0 

（注）「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」の欄の上段は、令

和６年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段は育児休業（部分休業）の期間が令和

５年度から令和６年度にかけて引き続いている者です。 

 

 

 

 



（２）介護休暇の取得状況       （令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

 

（３）介護時間の取得状況       （令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（令和６年４月１日～令和７年３月 31日）（単位：人） 

処分の種類 
分限処分 懲戒処分 

降任 免職 休職 免職 停職 減給 戒告 

処分者数 0人 0人 6人 0人 1人 0人 0人 

 

 

７ 職員の服務の状況（令和６年度） 

（１）時間外勤務及び休日勤務の状況 

時間外・休日勤務総時間数 
職員一人当たりの 

時間外・休日勤務月平均時間数 

29,770時間 8.2時間 

 

（２）年次有給休暇の使用状況    （令和６年１月１日～令和６年 12月 31日）（単位：人） 

総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

全対象職員数 

Ｃ 

平均使用日数 

Ｂ／Ｃ 

消化率 

Ｂ／Ａ 

12,902日 4,086日 340人 12.0日 31.7％ 

 

 

 

 

区分 
介護休暇

取得者数 

要介護者（職員との続柄別） 

配偶者 父母 子 
配偶者の

父母 
祖父母 

兄弟 

姉妹 
孫 その他 

男性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

女性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

区分 
介護時間

取得者数 

要介護者（職員との続柄別） 

配偶者 父母 子 
配偶者の

父母 
祖父母 

兄弟 

姉妹 
孫 その他 

男性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

女性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 



８ 職員の退職管理の状況 

 本市では、職員の退職管理の適正を確保し、職務の公正な執行及び公務に対する市民の信頼を確

保することを目的として、以下の取組を行っています。 

 ・再就職者が、離職前５年間の職務に属する、再就職先等と関連のある契約・許認可等の処分（以 

下「契約等事務」という。）について、離職後２年間、依頼等を行うことを禁止 

 ・離職前５年より前に部長級の職にあった者は、部長級の職に就任以降の職務に属する契約等事 

務について、離職後２年間、依頼等を行うことを禁止 

 ・在職中に自らが決定した契約等事務について、期間の定めなく依頼等を行うことを禁止 

 

９ 職員の研修の状況（令和６年度） 

（１）研修 

①市主催研修 

  新規採用職員研修、人事評価者研修、公務員倫理研修等 6研修 397人受講 

②外部研修 

  階層別研修、行政実務研修等            19研修 69人受講 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況（令和６年度） 

（１） 野々市市 

  ①職員の健康管理 

   ・職員健康診断 受診者 正規職員 317人 

   ・産業医健康相談  相談者 2人 

   ・特定保健指導 対象者 18人 

 

（２） 野々市市職員互助会 

  ①設置目的 会員の互助、親睦及び健康の保持・増進を図ることを目的とする。 

  ②会員数  342人（令和６年４月１日） 

  ③事業内容 

   ・給付事業 祝金、見舞金（結婚、出生、傷病ほか） 

   ・福利厚生事業 助成金（セミナー参加、研修） 

   ・貸付事業 貸付金 限度額 50万円 

  ④令和６年度決算 

    収入 2,455,935円（会員掛金、団体生命保険加入手数料） 

    支出 1,923,008円 

  ⑤令和７年度予算 

    収入（支出） 2,280,000円 

 

（３） 石川県市町村職員共済組合 

  ①短期給付事業 健康保険（傷病、出産などに対する給付事業） 

  ②長期給付事業 年金（退職）、一時金（障害、死亡） 

  ③福祉事業   組合員とその家族の健康保持増進のための事業 

          保養施設の運営 

          貸付け事業など 

  ④事業費用   組合が定める率による職員の掛金と公費負担金 

 



11 令和６年度における野々市市公平委員会の業務の状況 

（１） 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

    ０件  

（２） 職員に対する不利益処分についての不服申立ての状況 

    ０件  

（３） 職員の苦情の状況 

    ０件  


